
 

４ 公益通報者保護法 

国民生活の安心・安全を損なう企業不祥事は、内部告発をきっかけに

明らかになることが少なくありません。 

公益通報とは、企業などの事業者による一定の違法行為を、労働者、

退職後１年以内の退職者、役員が、不正の目的でなく、組織内の通報窓

口、権限を有する行政機関や報道機関などに通報することをいいます。 

公益通報者保護制度は、労働者が公益のために通報を行ったことを理

由として解雇等の不利益な取り扱いを受けることのないよう、どこへどのよ

うな内容の通報を行えば保護されるのかという、ルールを明確にするもの

です。 

■公益通報をしたことによる不利益な取扱いの禁止 

労働者が公益通報したことを理由として解雇された場合、その解雇は

無効です（派遣労働者が労働者派遣契約を解除された場合も同様に無

効です）。また、降格、減給等の不利益な取扱いを行うことは禁止されま

す。しかし、公益通報者保護法にはこうした不利益な取扱いに対する罰則

はありません。 

不利益な取扱いが行われたことが内部公益通報対応体制の整備義務

等に違反していると評価される場合等には、消費者庁による助言、指導、

勧告または公表の対象になり得ます。もし、こうした不利益な取扱いを受

けた場合は、労働者支援事務所や国の労働局が行う「あっせん」による自

主的な解決や、労働審判や民事訴訟といった司法的手続によりその無効

を争うことで、解決を図ることになります。 

なお、令和４年６月の法改正では、事業者は公益通報によって受けた

損害の賠償を公益通報者に対して請求できないと規定し、公益通報者の

保護が図られています。詳しくは、消費者庁ホームページ「公益通報者保

護制度」をご覧ください。 

URL:https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/wh

isleblower_protection_system/ 

★★問い合わせ先★★ 

公益通報者保護制度相談ダイヤル（消費者庁） 

（TEL ０３-３５０７-９２６２ 平日９：３０～１２：３０、１３：３０～１７：３０) 

◆主な関係条文：公益通報者保護法３条～５条、７条、１１～１３条、２１条、

２２条、同法別表第八号の法律を定める政令           

第１３章 相談窓口、施設等のご案内 

１ 労働条件・労使紛争に関する問い合わせ 

■福岡県労働者支援事務所 

労働条件や雇用上のトラブルについての労働相談 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

福岡労働者支援事務所
福岡市中央区赤坂 1-8-8 
福岡西総合庁舎 5F 

092-735-6149 

北九州労働者支援事務所
北九州市小倉北区浅野 3-8-1 
AIM ビル 4F 

093-967-3945 

筑後労働者支援事務所
久留米市合川町 1642-1 
久留米総合庁舎 1F 

0942-30-1034 

筑豊労働者支援事務所
飯塚市新立岩 8-1 
飯塚総合庁舎別館 2F 

0948-22-1149 

 

■厚生労働省 福岡労働局  
所在地：福岡市博多区博多駅東 2-11-1 福岡合同庁舎 

名 称 業 務 内 容 電 話 番 号 

雇用環境・均等部 指導課
男女雇用機会均等、育児・介護
休業、職場におけるハラスメン
ト防止、パートタイム労働 他

092-411-4894 

労働基準部 監督課 労働条件の確保、事業場の指導 092-411-4862 

労働基準部 安全課 労働災害防止 092-411-4865 

労働基準部 健康課 健康診断、作業環境改善 092-411-4798 

労働基準部 賃金室 最低賃金、最低工賃 092-411-4578 
職業安定部 需給調整事業課 労働者派遣事業の許可・指導 092-434-9711 

 

■福岡県労働委員会 

労働組合と使用者との間の集団的労使紛争解決 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

福 岡 県 労 働 委 員 会 福岡市博多区吉塚本町 13-50 県吉塚合同庁舎７F 092-643-3980 
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